
（電話　 ）

（電話　 ）

（電話　 ）

　　　

⑯
欄

⑮
欄

修正申告の場合は、すでに納付の確
定した当期分の資産割額又は従業者
割額を各々記載します。

⑪
⑱
欄

第 ４ ４ 号 様 式 「 事 業 所 税 の 申 告 書 」 記 載 要 領

○免税点超過で税額の発生する方
　（１）資 産 割・・・・・記載箇所　①欄～⑫欄及び⑳欄
　（２）従業者割・・・・・記載箇所　⑬欄～⑳欄

○免税点以下で税額の発生しない方（事業所床面積900㎡超過又は従業者数90人超過の
場合）
　（１）資 産 割・・・・・記載箇所　①欄～⑨欄
　（２）従業者割・・・・・記載箇所　⑬欄～⑯欄

100円未満の端数が生じた場合は切り
捨てます。

⑳
欄

別表１「事業所等明細書」の従業者
給与総額㋔の計を記載します。

⑬
欄

1,000円未満の端数が生じた場合は切
り捨てます。

⑭
欄

１㎡の100分の１未満は個々の事業所
等ごとに切り捨てます。

(3) 算定期間の中途に新設し、かつ
廃止した事業所等

新設の日の属する月の翌月から
廃止の日の属する月までの月数

算定期間の月数

新設の日の属する月の翌月から
算定期間の末日の属する月まで
の月数

算定期間の開始の日の属する月
から廃止の日の属する月までの
月数

算定期間の月数

１円未満の端数が生じた場合は切り
捨てます。

⑰
欄

②-④-⑥の数値に、各々以下に掲げ
る割合を乗じて得た数値の計を記載
します。

(1) 算定期間の中途に新設した事業
所等

算定期間の月数

(2) 算定期間の中途に廃止した事業
所等

⑧
欄

①-③-⑤の数値を記載します。
ただし、標準課税の算定期間が12月
に満たない場合は上記の数値に
　
　　　  算定期間の月数
　　　　　  12(月)

を乗じて得た数値を記載します。

⑦
欄

この申告に よ り 納 付 すべ き資 産割 額 （ ⑩ - ⑪ ） ⑫

別表２「非課税明細書」の非課税従
業員給与総額㋒の計を記載します。

別表３「標準課税の特例明細書」の
控除従業者給与総額㋕の計を記載し
ます。

別表１「事業所等明細書」明細区分
２の計の㋒の欄の床面積を記載しま
す。

②
欄

別表２「非課税明細書」の㋐の合計
（事業所等が２以上ある場合はこれ
らの合計です）で③又は④に対応す
る個々の数値を記載します。

③
④
欄

⑤
⑥
欄

別表３「標準課税の特例明細書」の
㋒の合計（事業所等が２以上ある場
合はこれらの合計です）で⑤又は⑥
に対応する個々の数値を記載しま
す。

①
欄

別表１「事業所等明細書」明細区分
１の計の㋒の欄の床面積を記載しま
す。

（電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）関与税理士

氏 名

既 に 納 付 の 確 定 し た 資 産 割 額 ⑪

資 産 割 額 （⑨×600円） ⑩

0 0

課税標準となる床面積合計（⑦+⑧） ⑨
㎡

備

　

　

考

② に 係 る 課 税 標準 と な る床 面積 ⑧
㎡ この申告により納付すべき事業所税額

⑳
円

（ ⑫ +⑲ ）

従 業 者 割 額 （⑰ -⑱ ）

こ の 申 告 に よ り 納 付 す べ き
⑲

円

課 税 標 準 と

な る 事 業 所

床 面 積

12
①に係る課税標準となる床面積（①-③-⑤）× ⑦

㎡

既に納付の確定した従業者割額 ⑱
円

床 面 積 ② に 係 る 控 除 床 面 積 ⑥
㎡

⑰
円

⑯×従 業 者 割 額 （
0.25

）
100

0 0 0

控 除 事 業 所 ① に 係 る 控 除 床 面 積 ⑤
㎡

（⑬ -⑭ -⑮ ）

課税標準となる従業者給与総額
⑯

円

円

円

床 面 積 算定期間の中途において新設又は廃止された事業所床面積 ②
㎡

非課税に係る従業者給与総額 ⑭

十億 百万 千 円

従 業 者 給 与 総 額 ⑬

㎡

控 除 従 業 者 給 与 総 額 ⑮③

事業所床面積 ② に 係 る 非 課 税 床 面 積 ④

㎡

従

　

　

業

　

　

者

　

　

割

㎡

月  日までの  の事業所税の
は課税期間

資

　

　

　

　

　

　

産

　

　

　

　

　

　

割

事 業 所 算定期間を通じて使用された事業所床面積 ①

非課税に 係 る ① に 係 る 非 課 税 床 面 積
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